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○姫路市建築基準法施行細則 

昭和46年４月１日 

規則第18号 

改正 昭和48年７月２日規則第34号 

昭和50年４月１日規則第13号 

昭和53年６月１日規則第32号 

昭和54年10月３日規則第43号 

昭和56年６月１日規則第28号 

昭和59年12月26日規則第71号 

昭和61年１月29日規則第１号 

昭和62年11月11日規則第59号 

昭和63年４月８日規則第24号 

平成３年３月25日規則第９号 

平成５年10月27日規則第59号 

平成６年10月31日規則第43号 

平成10年３月31日規則第35号 

平成11年５月26日規則第29号 

平成12年３月29日規則第21号 

平成12年12月20日規則第59号 

平成14年10月23日規則第57号 

平成16年３月31日規則第24号 

平成17年５月26日規則第30号 

平成18年３月27日規則第66号 

平成20年３月21日規則第４号 

平成21年３月26日規則第22号 

平成22年６月８日規則第34号 

平成28年６月１日規則第41号 

平成30年３月31日規則第29号 

平成30年11月13日規則第52号 

令和元年８月19日規則第17号 

令和３年３月24日規則第13号 
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令和7年6月27日規則第36号 
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（趣旨） 

第１条 この規則は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）の

実施のため、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」という。）

及び建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「省令」という。）並び

に姫路市特別工業地区建築条例（昭和４８年姫路市条例第２号。以下「特別工業地区条

例」という。）、姫路市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例（平成

９年姫路市条例第２４号。以下「地区計画条例」という。）及び姫路市建築確認申請手

数料等徴収条例（平成１２年姫路市条例第１２号。以下「手数料徴収条例」という。）

並びに建築基準法施行令第３２条第１項の規定に基づく区域の指定に関する規則（昭和

４９年姫路市規則第４３号）及び建築基準法施行令第１３６条第３項ただし書の規定に

基づく敷地面積の規模に関する規則（昭和５９年姫路市規則第２号）に定めのあるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（確認の申請書に添付する図書） 

第２条 法第６条第１項（法第８７条第１項、法第８７条の４又は法第８８条第１項若し

くは第２項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請書（以下「確認申

請書」という。）には、省令第１条の３、省令第２条の２又は省令第３条に規定する図

書のほか、次に掲げる図書（第２号に掲げる調書については３部、その他にあっては２

部）を添えなければならない。 

(1) 建築物を工場又は危険物の貯蔵若しくは処理の用途に供する場合にあっては、様式

第１号の調書 

(2) 建築物に屎
し

尿浄化槽又は合併処理浄化槽を設置する場合にあっては、様式第２号の

調書 

(3) 建築物にエレベーター（政令第１４６条第１項第１号に掲げるもののうち、法第６

条第１項第１号又は第２号に規定する建築物に設けるものを除く。）、エスカレータ

ー（法第６条第１項第１号又は第２号に規定する建築物に設けるものを除く。）、小

荷物専用昇降機（政令第１４６条第１項第２号に掲げるもののうち、法第６条第１項

第１号又は第２号に規定する建築物に設けるものを除く。）、予備電源を有する照明

設備、給水の設備（水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置に該当する配管設備を除く。）又は換気、排煙、避雷、排水若しくは消火の設

備を設置する場合にあっては、これらの設備の設計図書 

(4) 法第８６条の７の規定により、政令第１３７条の２から第１３７条の１２までに規
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定する範囲内において既存の建築物を増築し、改築し、若しくは大規模の修繕若しく

は模様替をしようとする場合又は特別工業地区条例第３条若しくは地区計画条例第９

条の規定によりそれぞれ当該規定に定める範囲内において既存の建築物を増築し、改

築し、若しくは用途を変更しようとする場合にあっては、様式第３号の調書 

(5) 法第５１条ただし書（法第８７条第２項又は第３項において準用する場合を含

む。）の規定により、政令第１３０条の２の３に規定する規模の範囲内において建築

物を新築し、増築し、又は用途を変更する場合にあっては、様式第４号の調書 

(6) 第７条第２項の表の左欄に掲げる用途に供する建築物で、その用途に供する部分が

同表の中欄に掲げる規模等に該当する建築物を建築しようとする場合（増築後の建築

物の当該用途に供する部分が同表の中欄に掲げる規模等に該当する増築をしようとす

る場合及び法第８７条第１項の規定による用途変更後の建築物の当該用途に供する部

分が同表の中欄に掲げる規模等に該当する用途変更をしようとする場合を含む。）又

は政令第１６条第３項第２号に掲げる防火設備を設けようとする場合にあっては、様

式第５号の概要書 

(7) がけ地（がけを有し、又はがけに接する建築物の敷地をいう。）のうち、がけの高

さが２メートルを超えるものに建築物を建築する場合にあっては、がけの上端及び下

端から当該建築物までの水平距離、がけの形状及び地盤の種類を示す図書 

(8) 中間検査（法第７条の３第１項の検査をいう。）を必要とする建築物の場合にあっ

ては、次に掲げるもの 

ア 筋かいの位置及び種類並びに通し柱の位置を明示した図書 

イ 土台、柱、はり、筋かいその他これらに類する部材及びそれらの接合方法を明示

した図書 

ウ 政令第４６条第４項に規定する基準に従った構造計算の計算書 

２ 省令第１条の３第１項の表一の（い）項に掲げる配置図には、敷地面積、建築物の建

築面積及び延べ面積の計算（計算式及び計算表をいう。）並びに敷地の接する道路の種

類（法第４２条第１項各号の区分及び許可、認可又は指定のある道路にあっては、許

可、認可又は指定の年月日及び番号をいう。）を付記するものとする。 

３ 第１項第４号に規定する調書及び同項第５号に規定する調書（法第３条第２項の規定

により、法第５１条の規定の適用を受けない建築物の増築又は用途変更に係る調書に限

る。）には、当該調書の記載事項に関して基準時（特別工業地区条例第３条又は地区計

画条例第９条の規定の適用を受ける建築物についてはそれぞれ当該規定に定める基準時
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をいい、その他の建築物については政令第１３７条に規定する基準時をいう。）におけ

る数量に係る証明書を添えなければならない。 

第３条 削除 

（手数料減免申請書） 

第４条 手数料徴収条例第５条第２項に規定する手数料減免申請書の様式は、様式第６号

のとおりとする。 

（公開による意見の聴取の請求） 

第５条 法第９条第３項又は第８項（法第１０条第４項又は法第４５条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による意見の聴取の請求は、文書によって行わなければな

らない。 

（標識） 

第６条 法第９条第１３項の規定による標識は、様式第７号のとおりとする。 

（特殊建築物等の定期報告） 

第７条 法第１２条第１項の規定により特定行政庁が指定する建築物は、次項の表の左欄

に掲げる用途に供する建築物で、その用途に供する部分が同表の中欄に掲げる規模等の

いずれかに該当するもののうち、政令第１６条第１項の規定により定める建築物を除く

ものとする。 

２ 省令第５条第１項の規定により特定行政庁が定める報告の時期は、次の表の左欄及び

中欄の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

用途 規模等 報告の時期 

劇場、映画館又は演芸場 (1) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもの 

(2) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(3) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

(4) 建築物の階数が３以上のも

ので、主階が１階以外にある

令和８年６月から同年１２月

まで及び令和８年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 
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もののうち、床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(5) 建築物の階数が３以上のも

ので、客席部分（当該部分が

避難階である場合を除く。）

の床面積の合計が２００平方

メートル以上のもの 

観覧場（屋外に避難上有

効に開放されているもの

を除く。）、公会堂又は

集会場 

(1) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもの 

(2) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(3) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

(4) 建築物の階数が３以上のも

ので、客席部分（当該部分が

避難階である場合を除く。）

の床面積の合計が２００平方

メートル以上のもの 

令和８年６月から同年１２月

まで及び令和８年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 

病院、診療所（患者の収

容施設があるものに限

る。）、老人ホーム又は

児童福祉施設等（政令第

１１５条の３第１号に規

定する児童福祉施設等を

いう。以下同じ。） 

(1) 床面積の合計が３００平方

メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階の床面積の合計が１００平

方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

令和８年６月から同年１２月

まで及び令和８年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 



7/77 

もの 

(4) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

(5) ２階の部分（当該部分が避

難階である場合を除き、病院

又は診療所にあっては、当該

部分に患者の収容施設がある

場合に限る。）が３００平方

メートル以上のもの 

ホテル又は旅館 (1) 床面積の合計が３００平方

メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階の床面積の合計が１００平

方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(4) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

(5) ２階の部分（当該部分が避

難階である場合を除く。）の

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上のもの 

令和９年６月から同年１２月

まで及び令和９年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 

下宿、共同住宅（サービ

ス付き高齢者向け住宅を

除く。）又は寄宿舎（サ

ービス付き高齢者向け住

６階以上の階の床面積の合計が

１００平方メートルを超えるも

の 

令和９年６月から同年１２月

まで及び令和９年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま
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宅、認知症高齢者グルー

プホーム及び障害者グル

ープホームを除く。） 

で 

共同住宅（サービス付き

高齢者向け住宅に限

る。）又は寄宿舎（サー

ビス付き高齢者向け住

宅、認知症高齢者グルー

プホーム又は障害者グル

ープホームに限る。） 

(1) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階（当該部分が避難階である

場合を除く。）の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

(2) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階（当該部分が避難

階である場合を除く。）の床

面積の合計が１００平方メー

トルを超えるもの 

(3) ３階以上の階（当該部分が

避難階である場合を除く。）

の床面積の合計が１００平方

メートルを超えるもの 

(4) ２階の部分（当該部分が避

難階である場合を除く。）が

３００平方メートル以上のも

の 

令和９年６月から同年１２月

まで及び令和９年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 

学校又は体育館（学校に

附属するものに限る。） 

(1) 床面積の合計が２，０００

平方メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階の床面積の合計が１００平

方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

令和７年７月から同年１２月

まで及び令和７年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 
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もの 

(4) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

博物館、美術館、図書

館、ボーリング場、スキ

ー場、スケート場、水泳

場又はスポーツの練習場

のうち、学校に附属する

もの 

(1) 床面積の合計が２，０００

平方メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階の床面積の合計が１００平

方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(4) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

令和７年７月から同年１２月

まで及び令和７年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 

体育館、博物館、美術

館、図書館、ボーリング

場、スキー場、スケート

場、水泳場又はスポーツ

の練習場のうち、学校に

附属しないもの 

(1) 床面積の合計が２，０００

平方メートル以上のもの（床

面積の合計が２，０００平方

メートルで、当該部分に避難

階を含む場合を除く。） 

(2) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階の床面積の合計が１００平

方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(4) ３階以上の階の床面積の合

令和７年７月から同年１２月

まで及び令和７年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 
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計が１００平方メートルを超

えるもの 

百貨店、マーケット、展

示場、キャバレー、カフ

ェー、ナイトクラブ、バ

ー、ダンスホール、遊技

場、公衆浴場、待合、料

理店、飲食店又は物品販

売業（物品加工修理業を

含む。）を営む店舗 

(1) 床面積の合計が５００平方

メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方

メートルを超えるもので、地

階の床面積の合計が１００平

方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のも

ので、地階の床面積の合計が

１００平方メートルを超える

もの 

(4) ３階以上の階の床面積の合

計が１００平方メートルを超

えるもの 

(5) ２階の部分（当該部分が避

難階である場合を除く。）が

５００平方メートル以上のも

の 

令和７年７月から同年１２月

まで及び令和７年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 

事務所その他これに類す

るもの 

地階又は３階以上の階の床面積

の合計がそれぞれ１００平方メ

ートルを超えるもの（階数が５

以上で、延べ面積が１，０００

平方メートルを超える建築物に

限る。） 

令和７年７月から同年１２月

まで及び令和７年から起算し

て３年又は３の倍数の年を経

過した年の６月から１２月ま

で 

３ 建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果

の判定基準並びに調査結果表を定める件（平成２０年国土交通省告示第２８２号）第２

の規定により特定行政庁が付加する法第１２条第１項に規定する調査及び同条第２項に

規定する点検（以下「定期調査等」という。）の項目、方法及び結果の判定基準は、別

表のとおりとする。 

４ 省令第５条第３項ただし書の規定により特定行政庁が規則で定める調査結果表は、様
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式第８号のとおりとする。 

５ 省令第５条第４項の規定により特定行政庁が規則で定める書類は、次に掲げるものと

する。 

(1) 付近見取図 

(2) 配置図 

(3) 各階平面図 

６ 省令第６条の３第５項第２号の規定により同条第２項第７号に区分する書類について

特定行政庁が規則で定める期間は、報告を受けた日の属する年度の翌年度の４月１日か

ら起算して３年間とする。 

（建築設備等の定期報告） 

第８条 法第１２条第３項の規定により特定行政庁が指定する特定建築設備等は、次の表

の左欄に掲げる用途に供する建築物のうち、その用途に供する部分が同表の右欄に掲げ

る規模等のいずれかに該当する建築物に設けた換気設備（法第２８条第２項ただし書及

び第３項の規定により設置する換気設備のうち政令第１１２条第２１項の規定により設

置する特定防火設備（煙感知器と連動して自動的に閉鎖するダンパーに限る。）を設け

た換気設備に限る。）、排煙設備（法第３５条又は政令第１２９条の１３の３第１３項

の規定により設置する排煙設備のうち、排煙機又は送風機を設けた排煙設備に限る。）

及び非常用の照明装置（法第３５条の規定により設置する非常用の照明装置のうち政令

第１２６条の５に規定する予備電源で蓄電池別置型又は自家用発電装置によるものを設

けた非常用の照明装置に限る。）とする。 

用途 規模等 

劇場、映画館又は演芸場 (1) 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの 

(2) 建築物の階数が３以上のもので、地階の床面積の合計

が１００平方メートルを超えるもの 

(3) ３階以上の階の床面積の合計が１００平方メートルを

超えるもの 

(4) 建築物の階数が３以上のもので、主階が１階以外にあ

るもののうち、床面積の合計が１００平方メートルを超

えるもの 

観覧場（屋外に避難上有効に

開放されているものを除

(1) 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの 

(2) 建築物の階数が３以上のもので、地階の床面積の合計
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く。）、公会堂又は集会場 が１００平方メートルを超えるもの 

(3) ３階以上の階の床面積の合計が１００平方メートルを

超えるもの 

病院、診療所（患者の収容施

設があるものに限る。）、老

人ホーム又は児童福祉施設等 

(1) 床面積の合計が３００平方メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもので、

地階の床面積の合計が１００平方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のもので、地階の床面積の合計

が１００平方メートルを超えるもの 

(4) ３階以上の階の床面積の合計が１００平方メートルを

超えるもの 

ホテル又は旅館 (1) 床面積の合計が３００平方メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもので、

地階の床面積の合計が１００平方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のもので、地階の床面積の合計

が１００平方メートルを超えるもの 

(4) ３階以上の階の床面積の合計が１００平方メートルを

超えるもの 

博物館、美術館、図書館、ボ

ーリング場、スキー場、スケ

ート場、水泳場又はスポーツ

の練習場 

(1) 床面積の合計が２，０００平方メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもので、

地階の床面積の合計が１００平方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のもので、地階の床面積の合計

が１００平方メートルを超えるもの 

(4) ３階以上の階の床面積の合計が１００平方メートルを

超えるもの 

百貨店、マーケット、展示

場、キャバレー、カフェー、

ナイトクラブ、バー、ダンス

ホール、遊技場、公衆浴場、

待合、料理店、飲食店又は物

品販売業（物品加工修理業を

含む。）を営む店舗 

(1) 床面積の合計が５００平方メートルを超えるもの 

(2) 床面積の合計が２００平方メートルを超えるもので、

地階の床面積の合計が１００平方メートルを超えるもの 

(3) 建築物の階数が３以上のもので、地階の床面積の合計

が１００平方メートルを超えるもの 

(4) ３階以上の階の床面積の合計が１００平方メートルを

超えるもの 
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事務所その他これに類するも

の 

地階又は３階以上の階の床面積の合計がそれぞれ１００平

方メートルを超えるもの（階数が５以上で、延べ面積が

１，０００平方メートルを超える建築物に限る。） 

２ 省令第６条第１項又は同第６条の２の２第１項の規定により特定行政庁が定める報告

の時期は、次の各号に掲げる区分に従い毎年（省令第６条第１項又は同第６条の２の２

第１項の国土交通大臣が定める検査の項目にあっては３年以内ごと）の当該各号に定め

る時期とする。 

(1) 政令第１６条第３項第１号に掲げるもの 法第７条第５項又は第７条の２第５項

（これらの規定を法第８７条の４において準用する場合を含む。）の検査済証の交付

を受けた日（当該検査済証の交付を受けていない場合にあっては、市長が定める日）

に応当する日の属する月の２箇月前の月から当該応当する日の属する月 

(2) 政令第１６条第３項第２号及び第１項に掲げるもの ６月から１２月まで 

(3) 政令第１３８条第２項各号に掲げるもの 使用期間が連続して６箇月以内のものに

あっては使用開始の日の前月、それ以外のものにあっては２月及び８月 

３ 省令第６条の３第５項第２号の規定により同条第２項第８号に区分する書類について

特定行政庁が規則で定める期間は、報告を受けた日の属する年度の翌年度の４月１日か

ら起算して１年間とする。 

（建築設備等の廃止、休止又は復活届） 

第９条 前条第２項各号に掲げる建築設備、防火設備又は工作物の所有者は、建築設備、

防火設備又は工作物を廃止し、休止し、又は復活した場合においては、その旨を記載し

た届書を市長に提出しなければならない。 

（建築確認申請等の取下げ届） 

第９条の２ 建築物、工作物若しくは建築設備の許可、認定若しくは確認又は道路の位置

の指定の申請をした者が、当該申請を取り下げようとするときは、様式第１２号の届書

を市長又は建築主事に提出しなければならない。 

（建築主等の選定・変更届） 

第１０条 建築主（工作物にあっては築造主、建築設備にあっては設置者を含む。以下同

じ。）は、許可、認定又は確認を受けた建築物、工作物又は建築設備の工事について、

当該工事の完了前に建築主、代理者、工事監理者若しくは工事施工者の住所若しくは氏

名の変更があった場合又は工事施工者を選定した場合においては、その変更又は選定の

日から３日以内に様式第１３号の届書を市長又は建築主事に提出しなければならない。 
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（工事の取りやめ届） 

第１１条 建築主は、許可、認定又は確認を受けた建築物、工作物又は建築設備の全部又

は一部の工事を取りやめたときは、様式第１４号の届書に次の各号に定める図書を添え

て、市長又は建築主事に提出しなければならない。 

(1) 許可通知書、認定通知書又は確認済証 

(2) 建築物、工作物又は建築設備の一部の工事を取りやめたときは、その部分を明示し

た設計図書 

２ 法第１８条第２項の機関の長又はその委任を受けた者は、同条第３項の規定により適

合する旨の通知を受けた建築物、工作物又は建築設備の全部又は一部の工事を取り止め

たときは、前項に準じて市長又は建築主事に通知しなければならない。 

（建築工事の計画の報告） 

第１１条の２ 建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者、建築主、

建築物の設計者、工事監理者又は建築物に関する工事の施工者は、法第１２条第５項の

規定により特定行政庁、建築主事又は建築監視員（法第９条の２の規定により任命され

た建築監視員をいう。以下同じ。）から建築物の敷地、構造、建築設備若しくは用途又

は建築物に関する工事の計画若しくは施工の状況に関して報告を求められたときは、様

式第１５号の報告書の正本及び副本に、次の各号に掲げる図書を添えて特定行政庁、建

築主事又は建築監視員に提出しなければならない。 

(1) 計画又は施工の状況を示す図書 

(2) その他特定行政庁、建築主事又は建築監視員が必要と認める図書 

（垂直積雪量） 

第１１条の３ 政令第８６条第３項の規定により、特定行政庁が規則で定める垂直積雪量

の数値は、次の各号に掲げる区域の区分に応じ、当該各号に定める数値とする。 

(1) 編入前の安富町の区域 ４０センチメートル 

(2) 前号に掲げる区域を除く区域 ３０センチメートル 

（許可申請書に添付する図書） 

第１２条 省令第１０条の４第１項の規定により特定行政庁が規則で定める図書又は書面

は、次に掲げるものとする。 

(1) 申請の理由書 

(2) 省令第１条の３に規定する図書 

(3) 法第４３条第２項第２号の規定による許可の申請をする場合にあっては、次に掲げ
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る図書 

ア 敷地の周辺の道路その他空地の状況を示した図面 

イ 当該空地の所有権又は借地権を有する者と、当該空地が空地として確保されるよ

う協定等を締結している場合にあっては、その協定書等 

(4) 法第４４条第１項第４号の規定による許可の申請をする場合にあっては、次に掲げ

る図書 

ア 防火地域図 

イ 敷地の両側の建築物の構造、種別、用途を記入した平面図 

(5) 法第４７条ただし書の規定による許可の申請をする場合にあっては、次に掲げる図

書 

ア 同一壁面上の建築物の配置図 

イ 同一壁面上の建築物の用途別現況図 

(6) 法第４８条第１項ただし書、第２項ただし書、第３項ただし書、第４項ただし書、

第５項ただし書、第６項ただし書、第７項ただし書、第８項ただし書、第９項ただし

書、第１０項ただし書、第１１項ただし書、第１２項ただし書、第１３項ただし書又

は第１４項ただし書（法第８７条第２項又は第３項において準用する場合を含む。）

の規定による許可の申請をする場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 第２条第１項第１号の規定に該当する建築物にあっては、同号に掲げる調書 

イ 工場の用途に供する建築物にあっては、機械の配置及び作業の工程を明示する図

書 

ウ 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

エ 周辺（敷地の外周から３００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

オ 近隣説明報告書 

(7) 法第５１条ただし書（法第８７条第２項又は第３項において準用する場合を含

む。）の規定による許可の申請をする場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 用途地域図（敷地の外周から１キロメートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ 周辺（敷地の外周から３００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

ウ 処理能力その他建築物又は工作物の計画内容説明書 

(8) 法第４４条第１項第２号、法第５２条第１０項、第１１項若しくは第１４項、法第

５３条の２第１項第３号若しくは第４号（法第５７条の５第３項において準用する場

合を含む。）、法第５５条第３項各号、法第５６条の２第１項ただし書、法第５９条
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第１項第３号若しくは第４項、法第５９条の２第１項の規定による許可の申請をする

場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ 周辺の道路配置状況図 

ウ 道路並びに敷地及び周囲の土地と建築物の高さとの関係を示した図面 

エ 周辺（敷地の外周から１００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

(9) 法第６８条の３第４項、法第６８条の５の３第２項又は法第６８条の７第５項の規

定による許可の申請をする場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ 周辺（敷地の外周から１００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

ウ 周辺の道路配置状況図 

エ 地区計画、住宅地高度利用地区計画、再開発地区計画、沿道地区整備計画又は集

落地区計画の内容を示す図書 

２ 省令第１０条の４第４項の規定により特定行政庁が規則で定める図書又は書面は、次

に掲げるものとする。 

(1) 申請の理由書 

(2) 省令第３条に規定する図書 

(3) 法第８８条第２項において準用する法第４８条第１項ただし書、第２項ただし書、

第３項ただし書、第４項ただし書、第５項ただし書、第６項ただし書、第７項ただし

書、第８項ただし書、第９項ただし書、第１０項ただし書、第１１項ただし書、第１

２項ただし書、第１３項ただし書若しくは第１４項ただし書又は法第８７条第２項若

しくは第３項中法第４８条第１項ただし書、第２項ただし書、第３項ただし書、第４

項ただし書、第５項ただし書、第６項ただし書、第７項ただし書、第８項ただし書、

第９項ただし書、第１０項ただし書、第１１項ただし書、第１２項ただし書、第１３

項ただし書若しくは第１４項ただし書に関する部分の規定による許可の申請をする場

合にあっては、次に掲げる図書 

ア 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ 周辺（敷地の外周から３００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

(4) 法第８８条第２項において準用する法第５１条ただし書又は法第８７条第２項若し

くは第３項中法第５１条ただし書に関する部分の規定による許可の申請をする場合に

あっては、次に掲げる図書 
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ア 用途地域図（敷地の外周から１キロメートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ 周辺（敷地の外周から３００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

ウ 処理能力その他建築物又は工作物の計画内容説明書 

３ 特別工業地区条例第２条第１項ただし書又は地区計画条例第２条第１項ただし書若し

くは第８条第１項の規定による許可の申請をしようとする者は、様式第１６号の許可申

請書の正本及び副本に、次に掲げる図書又は書面を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 申請の理由書 

(2) 省令第１条の３に規定する図書（工作物にあっては、省令第３条に規定する図書） 

(3) 第２条第１項第１号の規定に該当する建築物にあっては、同号に掲げる調書 

(4) 工場の用途に供する建築物にあっては、機械の配置及び作業の工程を明示する図書 

(5) 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

(6) 周辺（敷地の外周から３００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

(7) 近隣説明報告書 

４ 市長は、前３項各号に掲げる図書のほか、必要と認める図書の提出を求めることがで

きる。 

５ 市長は、第３項の許可申請書の提出があった場合において、許可をしたときはその申

請書の副本の通知欄に所要の記載をして、許可をしないときは文書にその理由を記載し

て、当該申請者に交付するものとする。 

（事業計画のある道路の指定） 

第１３条 法第４２条第１項第４号に規定する道路の指定を申し出ようとする者は、様式

第１７号による申出書に次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業の執行計画を示す図書 

(2) 付近見取図 

(3) 地籍図（省令第９条に規定するものをいう。以下同じ。） 

(4) 道路となる土地の登記事項証明書 

(5) その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は、前項の規定による申出により道路の指定をしたときは、その旨を公告し、か

つ、当該申出者に通知するものとする。 

（道路の位置の指定の申請等） 

第１４条 法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定を受けようとする者は、
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様式第１８号による申請書に次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 省令第９条に規定する図書（様式第１９号） 

(2) 道路となる土地及びその土地にある建築物又は工作物の登記事項証明書 

(3) 承諾書により承諾した者に係る印鑑証明書 

(4) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項の規定により指定を受けようとする者は、道路の築造工事が完了したときは、様

式第１９号の２の届出を市長に提出し、その検査を受けなければならない。 

３ 道路の位置の指定の時期は、前項の検査後とする。 

４ 省令第１０条の規定による道路の位置の指定の通知は、第１項の申請書の副本の通知

欄に所要の記載をしたものによって行う。 

（道路の位置の指定の取消しの申請） 

第１５条 法第４２条第１項第５号の規定により指定された道路（法附則第５項の規定に

より指定があったものとみなされた道路を含む。）の全部又は一部について、指定の取

消しを受けようとする者は、前条第１項の例により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請によって道路の位置の指定を取り消した場合において

は、その旨を公告し、かつ、当該申請者に通知する。 

３ 前条第４項の規定は、前項の規定による通知について準用する。 

（私道の変更及び廃止の届出） 

第１６条 私道（法第４２条第１項第３号又は同条第２項に該当するものをいう。以下同

じ。）を変更し、又は廃止しようとする者は、様式第１９号の３による届出書に次に掲

げる図書を添えて当該私道を変更し、又は廃止しようとする日の１５日前までに市長に

届け出なければならない。 

(1) 付近見取図 

(2) 地籍図 

(3) 私道の敷地である土地の登記事項証明書 

（建築面積の敷地面積に対する割合の緩和） 

第１７条 法第５３条第３項第２号に規定する特定行政庁が指定する敷地は、次の各号の

いずれかに該当するものとする。 

(1) 各幅員６メートル以上、その和１４メートル以上、内角１２０度以下の二つの道路

によってできた角にある敷地で、その敷地周囲の延長の３分の１以上がこれらの道路

に接し、かつ、その面積が２，０００平方メートル以下のもの 
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(2) 各幅員４メートル以上、その和１０メートル以上、内角１２０度以下の二つの道路

によってできた角にある敷地（前号に規定する道路によってできた角にある敷地を除

く。）で、その敷地周囲の延長の３分の１以上がこれらの道路に接し、かつ、その面

積が１，０００平方メートル以下のもの 

(3) 各幅員４メートル以上、内角１２０度以下の二つの道路によってできた角にある敷

地（前各号に規定する道路によってできた角にある敷地を除く。）でその敷地周囲の

延長の３分の１以上がこれらの道路に接し、かつ、その面積が５００平方メートル以

下のもの 

(4) 各幅員６メートル以上、その和１４メートル以上、間隔５０メートル（間隔が一定

しない場合にあっては、その平均値とする。以下この条において同じ。）以下の二つ

の道路の間にある敷地で、その敷地周囲の延長の３分の１以上がこれらの道路に接

し、かつ、その面積が２，０００平方メートル以下のもの 

(5) 各幅員４メートル以上、その和１０メートル以上、間隔３０メートル以下の二つの

道路の間にある敷地（前号に規定する道路の間にある敷地を除く。）で、その敷地周

囲の延長の３分の１以上がこれらの道路に接し、かつ、その面積が１，０００平方メ

ートル以下のもの 

(6) 各幅員４メートル以上、間隔３０メートル以下の二つの道路の間にある敷地（第４

号及び前号に規定する道路の間の敷地を除く。）で、その敷地周囲の延長の３分の１

以上がこれらの道路に接し、かつ、その面積が５００平方メートル以下のもの 

(7) 前各号に規定する道路によってできた角又は間隔を２以上有する敷地でその面積が

これらの角又は間隔に係る前各号に規定する面積の和以下のもの 

(8) 公園、広場、線路敷、川、海その他これらに類するものに接する敷地で前各号に掲

げる敷地に準ずるもの 

（認定申請書に添付する図書） 

第１８条 省令第１０条の４の２第１項の規定により特定行政庁が規則で定める図書又は

書面は、次に掲げるものとする。 

(1) 法第４３条第２項第１号の規定による認定の申請をする場合にあっては、次に掲げ

る図書 

ア 付近見取図 

イ 配置図 

ウ 各階平面図 
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エ 立面図（２面以上） 

オ 断面図 

カ 敷地の周辺の道路その他の空地の状況を示した図面 

(2) 法第４４条第１項第３号、法第６８条第５項、法第６８条の３第１項から第３項ま

で若しくは第７項、法第６８条の４、法第６８条の５の２、法第６８条の５の５第１

項若しくは第２項又は法第６８条の５の６の規定による認定の申請をする場合にあっ

ては、次に掲げる図書 

ア 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ 地区計画、防災街区整備地区計画、歴史的風致維持向上地区計画又は沿道地区計

画の内容を示す図書 

ウ 付近見取図 

エ 配置図 

オ 各階平面図 

カ 立面図（２面以上） 

キ 断面図 

ク 法第５６条の２第１項の規定により日影による高さの制限を受ける建築物にあっ

ては、日影図（省令第１条の３第１項の表二の(30)項に掲げる日影図をいう。以下

同じ。） 

(3) 法第５５条第２項の規定による認定の申請をする場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 付近見取図 

イ 配置図（空地の面積及び敷地面積を明示したものとする。） 

ウ 立面図（２面以上） 

エ 道路並びに敷地及び周辺の土地と建築物の高さとの関係を示した図書 

オ 日影図 

カ 周辺（敷地の外周から１００メートルの範囲をいう。）の建築物の用途別現況図 

(4) 法第５７条第１項の規定による認定の申請をする場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 付近見取図 

イ 配置図 

ウ 各階平面図 

エ 立面図（２面以上） 

オ 断面図 
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(5) 法第８６条の６第２項の規定による認定の申請をする場合にあっては、次に掲げる

図書 

ア 用途地域図（敷地の外周から３００メートル以上の範囲を示すものとする。） 

イ ー団地の住宅施設に関する都市計画の内容を示す図書 

ウ 付近見取図 

エ 一団地の住宅施設の周囲の道路配置図 

オ 一団地の住宅施設の配置図（道路、敷地内通路、建築物の用途又は構造等、建築

物の間隔等を明示したものとする。） 

カ 建築物の平面及び高さを示す図面 

(6) 政令第１３１条の２第２項又は第３項の規定による認定の申請をする場合にあって

は、次に掲げる図書 

ア 計画道路若しくは予定道路又は壁面線若しくは壁面の位置の制限として定められ

た限度の線についての地方公共団体の意見を記載した図書 

イ 付近見取図 

ウ 配置図 

エ 各階平面図 

オ 立面図（２面以上） 

カ 計画道路若しくは予定道路又は壁面線若しくは壁面の位置の制限として定められ

た限度の線並びに敷地及び敷地周辺の土地と建築物の高さとの関係を示した図書 

(7) 政令第１３７条の１６第２号の規定による認定の申請をする場合にあっては、次に

掲げる図書 

ア 付近見取図 

イ 配置図 

ウ 各階平面図 

エ 立面図（２面以上） 

オ 様式第３号の調書 

２ 市長は、前項各号に掲げる図書のほか、必要と認める図書の提出を求めることができ

る。 

（道路斜線制限に係る後退距離の算定の特例） 

第１８条の２ 政令第１３０条の１２第５号の規定により、特定行政庁が規則で定める建

築物の部分は、道路の上空に設けられる渡り廊下その他の通行又は運搬の用途に供する
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工作物に接続するもので、次のいずれかに該当するものとする。 

(1) 学校、病院、老人ホームその他これらに類する用途に供する建築物に設けられるも

ので、生徒、患者、老人等の通行の危険を防止するために必要なもの 

(2) 建築物の５階以上の階に設けられるもので、その建築物の避難施設として必要なも

の 

(3) 多数人の通行又は多量の物品の運搬の用途に供するもので、道路の交通の緩和に寄

与するもの 

（道路面と敷地の地盤面に高低差がある場合の緩和） 

第１９条 政令第１３５条の２第２項の規定により、建築物の敷地の地盤面が前面道路よ

り１メートル以上高い場合においては、同条第１項の規定にかかわらず、その前面道路

は、敷地の地盤面から１メートル下の位置にあるものとみなす。 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に係る認定又は許可の申請書に添付する図

書） 

第２０条 省令第１０条の１６第１項第４号の規定により特定行政庁が規則で定める図書

又は書面は、次に掲げるものとする。 

(1) 地籍図 

(2) 申請区域内の土地の登記事項証明書 

(3) 省令第１０条の１６第１項第３号に規定する所有権又は借地権を有する者の印鑑証

明書 

２ 省令第１０条の１６第２項第３号の規定により特定行政庁が規則で定める図書又は書

面は、次に掲げるものとする。 

(1) 地籍図 

(2) 申請区域内の土地の登記事項証明書 

(3) 省令第１０条の１８に規定する計画書の記載事項の変更の内容を示す図書 

３ 市長は、前２項各号に掲げる図書のほか、必要と認める図書の提出を求めることがで

きる。 

（一の敷地と見なすこと等による制限の緩和に係る認定又は許可の取消しの申請書に添

付する図書） 

第２０条の２ 省令第１０条の２１第１項第３号の規定により特定行政庁が規則で定める

図書又は書面は、次に掲げるものとする。 

(1) 地籍図 
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(2) 申請区域内の土地の登記事項証明書 

２ 市長は、前項各号に掲げる図書のほか、必要と認める図書の提出を求めることができ

る。 

（防火壁等の設置を要しない建築物の認定の申請） 

第２１条 政令第１１５条の２第１項第４号ただし書の規定による認定の申請をしようと

する者は、様式第２０号の申請書の正本及び副本に、申請の理由書のほか、次に掲げる

図書を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 付近見取図 

(2) 周辺（建築物から約１００メートルの範囲をいう。）の建築物等の用途別現況図 

(3) 配置図 

(4) 平面図 

(5) 断面図 

(6) その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合において、認定をしたときは、その申請書

の副本の通知欄に所要の記載をして、認定をしないときは文書にその理由を記載して、

当該申請者に交付するものとする。 

（不適格建築物の報告） 

第２２条 法第８６条の７の規定により政令第１３７条の７から第１３７条の１２までに

規定する範囲内の建築物の増築又は改築であって、法第６条第１項の規定による確認を

要しないものをしようとする者は、様式第３号又は様式第４号の調書を２部市長に提出

しなければならない。 

（補則） 

第２３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この規則は、昭和４６年４月１日から施行する。 

（４町の編入に伴う経過措置） 

２ 家島町、夢前町、香寺町及び安富町の編入の日（以下「編入日」という。）前に建築

確認の手続、建築基準の特例等を定める規則（昭和３７年兵庫県規則第９２号。以下

「県規則」という。）第６条の２に規定する様式により設置された標識で、編入日以後

において市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、第６条に規定する

様式により設置された標識とみなす。 
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３ 編入日前に県規則第１３条第３項の規定によりなされた公告で、編入日以後において

市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、第１３条第２項の規定によ

りなされた公告とみなす。 

附 則（昭和４８年７月２日規則第３４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年４月１日規則第１３号） 

この規則は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５３年６月１日規則第３２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５４年１０月３日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条に係る改正規定は、この条例の施

行日以後に確認の申請があったものについて適用する。 

附 則（昭和５６年６月１日規則第２８号） 

この規則は、昭和５６年６月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年１２月２６日規則第７１号） 

この規則は、昭和５９年１２月３１日から施行する。 

附 則（昭和６１年１月２９日規則第１号） 

この規則は、昭和６１年２月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年１１月１１日規則第５９号） 

この規則は、昭和６２年１１月１６日から施行する。 

附 則（昭和６３年４月８日規則第２４号） 

この規則は、昭和６３年４月１５日から施行し、この規則による改正後の姫路市建築基

準法施行細則の規定は、同日以後の申請から適用する。 

附 則（平成３年３月２５日規則第９号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年１０月２７日規則第５９号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成４年

法律第８２号。以下「改正法」という。）第１条の規定による改正前の都市計画法（昭

和４３年法律第１００号）の規定により定められている都市計画区域に係る用途地域内

の建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分については、平成８年６月
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２５日（この日前に改正法第１条の規定による改正後の都市計画法第２章の規定によ

り、当該都市計画区域について、用途地域に関する都市計画が決定されたときは、当該

都市計画の決定に係る都市計画法第２０条第１項（同法第２２条第１項において読み替

える場合を含む。）の規定による告示があった日）までの間は、この規則による改正後

の姫路市建築基準法施行細則第１２条（改正法第２条の規定による改正後の建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第１項から第１２項までに関する部分に限

る。）及び第２０条第１項（改正法第２条の規定による改正後の建築基準法第８６条第

１０項に関する部分に限る。）の規定は適用せず、この規則による改正前の姫路市建築

基準法施行細則第１２条（改正法第２条の規定による改正前の建築基準法第４８条第１

項から第８項までに関する部分に限る。）及び第２０条第１項（改正法第２条の規定に

よる改正前の建築基準法第８６条第９項に関する部分に限る。）の規定は、なおその効

力を有する。 

附 則（平成６年１０月３１日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条第１項第３号及び第８条第１項第

１号の改正規定は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１０年３月３１日規則第３５号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正前の姫路市建築基準法施行細則に規定する様式による書面につい

ては、当分の間、この規則による改正後の姫路市建築基準法施行細則に規定する様式に

よる書面とみなす。 

附 則（平成１１年５月２６日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１２年３月２９日規則第２１号） 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１２月２０日規則第５９号） 

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１４年１０月２３日規則第５７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年３月３１日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年５月２６日規則第３０号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２７日規則第６６号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の３の改正規定及び附則に２項

を加える改正規定は、平成１８年３月２７日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２１日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第７条の改正規定及び第８条の改正規定

は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２６日規則第２２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

（旧様式の使用） 

２ この規則の施行の際現に存する次に掲げる様式による用紙は、当分の間、これを取り

繕い使用することができる。 

(1)―(4) 〔略〕 

(5) 第８条の規定による改正前の姫路市建築基準法施行細則様式第３号、様式第４号、

様式第６号、様式第１１号から様式第１８号まで及び様式第１９号の２から様式第２

０号まで 

(6)―(7) 〔略〕 

附 則（平成２２年６月８日規則第３４号） 

この規則は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則（平成２８年６月１日規則第４１号） 

この規則は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３１日規則第２９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の様式第２号、様式第５号、様式第６号、様式第１２号から様

式第１８号まで及び様式第１９号の２から様式第２０号までの規定は、この規則の施行

の日以後に行われる申請、届出及び報告について適用し、同日前に行われた申請、届出

及び報告については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の様式第２号、様式第５号、様
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式第６号、様式第１２号から様式第１８号まで及び様式第１９号の２から様式第２０号

までの規定による調書、申請書及び届出書は、当分の間、これを使用することができ

る。 

附 則（平成３０年１１月１３日規則第５２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年８月１９日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月２４日規則第１３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 

附 則（令和７年６月２７日規則第３６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年７月１日から施行する。 

（令和７年の報告の特例） 

２ 令和７年の報告に限り、この規則の施行による改正後の第８条第２項第２号の適用に

ついては、同号中「６月」とあるのは「７月」とする。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみ

なす。 

４ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 

別表（第７条関係） 

 （い）調査項目 （ろ）調査方法 （は）判定基準 

建築物の内防火設備 常時閉鎖した状 目視又はこれに類す 取付けが堅固でないこ
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部 （防火扉、

防火シャッ

ターその他

これらに類

するものに

限る。以下

この表にお

いて同

じ。）又は

戸（政令第

１１２条第

１９項第２

号に掲げる

戸に限る。

以下この表

において同

じ。） 

態にある防火扉

（各階に設置さ

れている主要な

ものに限る。以

下この表におい

て「常閉防火

扉」という。）

の取付けの状況 

る方法（以下「目視

等」という。）又は

触診により確認す

る。ただし、３年以

内に実施した法第１

２条第３項の規定に

基づく検査又は同条

第４項の規定に基づ

く点検（以下「定期

検査等」という。）

の記録がある場合に

あっては、当該記録

により確認すること

で足りる。 

と。 

人の通行の用に

供する部分に設

ける常閉防火扉

の作動の状況 

扉の閉鎖時間をスト

ップウォッチ等によ

り測定し、扉の質量

により運動エネルギ

ーを確認するととも

に、必要に応じてプ

ッシュプルゲージ等

により閉鎖力を測定

する。ただし、３年

以内に実施した点検

の記録がある場合に

あっては、当該記録

により確認すること

をもって足りる。 

昭和４８年建設省告示

第２５６３号第１第１

号の規定に適合しない

こと。 

常時閉鎖又は作

動した状態にあ

る防火設備又は

目視等により確認す

る。ただし、常閉防

火扉については、３

常閉防火設備等の劣

化、変形、損傷又は著

しい腐食により遮炎性
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戸（以下この表

において「常閉

防火設備等」と

いう。）の本

体、枠及び金物

の劣化及び損傷

の状況（本調査

項目に掲げる調

査の実施によ

り、定期調査告

示別表第１の４ 

建築物の内部

(29)に掲げる調

査は省略す

る。） 

年以内に実施した定

期検査等の記録があ

る場合にあっては、

当該記録により確認

することで足りる。 

能又は遮煙性能に支障

があること。 

各階の主要な常

閉防火設備等の

閉鎖又は作動の

状況（本調査項

目に掲げる調査

の実施により、

定期調査告示別

表第１の４ 建

築物の内部(30)

に掲げる調査は

省略する。） 

各階の主要な常閉防

火設備等の閉鎖又は

作動を確認する。 

各階の主要な常閉防火

設備等が閉鎖又は作動

しないこと。 

常閉防火設備等

の閉鎖又は作動

の障害となる物

品の放置並びに

照明器具及び懸

目視等により確認す

る。ただし、常閉防

火扉については、３

年以内に実施した定

期検査等の記録があ

物品が放置されている

こと等により常閉防火

設備等の閉鎖又は作動

に支障があること。 
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垂物等の状況

（本調査項目に

掲げる調査の実

施により、定期

調査告示別表第

１の４ 建築物

の内部(31)に掲

げる調査は省略

する。） 

る場合にあっては、

当該記録により確認

することで足りる。 

常閉防火扉又は

常時閉鎖した状

態にある戸の固

定の状況（本調

査項目に掲げる

調査の実施によ

り、定期調査告

示別表第１の４ 

建築物の内部

(32)に掲げる調

査は省略す

る。） 

目視等により確認す

る。ただし、常閉防

火扉については、３

年以内に実施した定

期検査等の記録があ

る場合にあっては、

当該記録により確認

することで足りる。 

常閉防火扉又は常時閉

鎖した状態にある戸が

開放状態に固定されて

いること。 

居室の採光

及び換気 

換気設備の作動

の状況 

各階の主要な換気設

備の作動を確認す

る。ただし、３年以

内に実施した定期検

査等の記録がある場

合にあっては、当該

記録により確認する

ことで足りる。 

換気設備が作動しない

こと。 

各居室の給気口

及び排気口にお

目視等により確認す

る。ただし、３年以

換気の妨げとなる物品

が放置されているこ
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ける物品の放置

の状況 

内に実施した定期検

査等の記録がある場

合にあっては、当該

記録により確認する

ことで足りる。 

と。 

避難施設等 階段 特別避

難階段 

階段室

又は付

室の排

煙設備

の作動

の状況 

各階の主要な排煙設

備の作動を確認す

る。ただし、３年以

内に実施した定期検

査等の記録がある場

合にあっては、当該

記録により確認する

ことで足りる。 

排煙設備が作動しない

こと。 

排煙設備等 防煙壁 可動式

防煙壁

の作動

の状況 

各階の主要な可動式

防煙壁の作動を確認

する。ただし、３年

以内に実施した定期

検査等の記録がある

場合にあっては、当

該記録により確認す

ることで足りる。 

可動式防煙壁が作動し

ないこと。 

排煙設

備 

排煙設

備の作

動の状

況 

各階の主要な排煙設

備の作動を確認す

る。ただし、３年以

内に実施した定期検

査等の記録がある場

合にあっては、当該

記録により確認する

ことで足りる。 

排煙設備が作動しない

こと。 

その他の設

備等 

非常用

エレベ

昇降路

又は政

各階の主要な排煙設

備の作動を確認す

排煙設備が作動しない

こと。 
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ーター 令第１

２９条

の１３

の３第

３項に

規定す

る乗降

ロビー

の排煙

設備の

作動の

状況 

る。ただし、３年以

内に実施した定期検

査等の記録がある場

合にあっては、当該

記録により確認する

ことで足りる。 

非常用

の照明

装置 

非常用

の照明

装置の

作動の

状況 

各階の主要な非常用

の照明装置の作動を

確認する。ただし、

３年以内に実施した

定期検査等の記録が

ある場合にあって

は、当該記録により

確認することで足り

る。 

非常用の照明装置が作

動しないこと。 

照明の

妨げと

なる物

品の放

置の状

況 

目視等により確認す

る。ただし、３年以

内に実施した定期検

査等の記録がある場

合にあっては、当該

記録により確認する

ことで足りる。 

照明の妨げとなる物品

が放置されているこ

と。 



33/77 

 



34/77 

 



35/77 

 



36/77 

 



37/77 

 



38/77 

 



39/77 

 



40/77 

 



41/77 

 



42/77 

 



43/77 

 



44/77 

 



45/77 

 



46/77 

 



47/77 

 



48/77 

 



49/77 

 



50/77 

 



51/77 

 



52/77 

 



53/77 

 



54/77 

 



55/77 

 



56/77 

 



57/77 

 



58/77 

 



59/77 

 



60/77 

 



61/77 

 



62/77 

 



63/77 

 



64/77 

 



65/77 

 



66/77 

 



67/77 

 



68/77 

 



69/77 

 



70/77 

 



71/77 

 



72/77 

 



73/77 

 



74/77 

 



75/77 

 



76/77 

 



77/77 

様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第２条、第１８条、第２２条関係） 

様式第４号（第２条関係） 

様式第５号（第２条関係） 

様式第６号（第４条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第７条関係） 

様式第９号から様式第１１号まで 削除 

様式第１２号（第９条の２関係） 

様式第１３号（第１０条関係） 

様式第１４号（第１１条関係） 

様式第１５号（第１１条の２関係） 

様式第１６号（第１２条第３項関係） 

様式第１７号（第１３条関係） 

様式第１８号（第１４条関係） 

様式第１９号（第１４条関係） 

様式第１９号の２（第１４条関係） 

様式第１９号の３（第１６条関係） 

様式第２０号（第２１条関係） 

 


